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（32.2％）、米国並みにしたとしても55兆9736億

1117万円（37.8％）が必要とされる。せめて欧米

諸国並みの水準に社会支出を高めさえすれば、さ

まざまな社会的リスクに応えることも可能であ

る。ましてや「自己責任」の名のもとに、失業や

職業的スキルの向上、安心した住宅確保、さらに

は各種の社会福祉施策を怠ってきたことが、経済

的損失をまねき、日本の国際的地位を低下させて

きた要因にさえなっていると言えなくはないだろ

うか。

　これまで見てきたように、日本が災害やパンデ

ミックなどの困難に局面した際、対応する方針

は、一時的・限定的な経済対策による措置で「そ

の場しのぎ」をしているだけである。政府の国債

発行も、あるいは事業者への無利子・無担保の融

資にせよ、総合支援資金などの個人への貸付にせ

よ、実態は借金による将来への課題先送りであ

る。ディーセント・ワーク（働きがいのある人間

らしい仕事）を追求し、私たちの働く環境と、世

界的にみても決して「適正水準」とは言えない日

本の社会保障水準を、抜本的に改善していくこと

が今ほど求められているときはない。

1　2021年度補正予算のうち、コロナ対策費は「新型コ
ロナウイルス感染症の拡大防止」 18.6 兆円 と「『ウィ
ズコロナ』下での経済社会活動の再生と次なる危機へ
の備え」 1.8 兆円 の合計20.4兆円である。
2　蜂屋勝弘（2021）「大型補正予算と財政運営の課題」
『日本総研Research Focus』、No.2021-044、p.7を参照。
3　生活福祉資金の償還率は、新型コロナウイルス感染
症の拡大以前から課題となってきた。貸付の種類や都
道府県ごとに大きく異なるのが現状であり、貸付種類
によっては償還率が低いものも存在する。
4　ただし、一部メディアでも取り上げられたとおり、
中小企業者や個人事業主などが一時給付金を申請した
際に、申請書の「不備」を何度も指摘し、申請抑制を
行っているようないわゆる「不備ループ」などの問題
は見過ごすことができない。
５　日本の生活保護制度がセーフティネットとして機能

していないとして、岩田正美（2021）『生活保護解体論
−セーフティネットを編みなおす』岩波書店などの提
案もされている。
6　詳細は、大阪府関係職員労働組合・小松康則共編
（2021）『コロナ対応最前線　仕方ないからあきらめな
いへ』日本機関紙出版センターを参照。
7　1990年代に全国で約850ヵ所あった保健所は削減され、
2020年には約半分の469ヵ所になった。
8　唐鎌直義「高齢者負担増を考える⑥EU諸国並みの
社会保障に必要な追加費用」『全国保険医新聞』2021年
10月25日、p.6を参照。
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月刊全労連2022年 ３ 月号に以下の誤りがございまし
た。お詫びして訂正致します。
P4左側最終行の訂正　誤）443人　正）43人

〈訂正〉


